
大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全ディビジョン 特定有期雇用職員公募要領 

 
 高エネルギー加速器研究機構では、大強度陽子加速器施設（J-PARC）の研究活動を支援する安
全関連業務に従事する特定有期雇用職員を下記のとおり公募します。 
 

記  
 
１．公募職種及び人員  
 特別技術専門職 １名 
 
２．所属 

 Ｊ－ＰＡＲＣセンター 安全ディビジョン 安全推進セクション 
 
３．職務内容 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全ディビジョン安全推進セクションに所属し、主に次の業務に従事する。 
（１）大型研究施設における安全管理（機械安全、電気安全、高圧ガス安全、化学安全等）に 

関わる巡視・点検、各種委員会・専門部会等の運営に係る事務局業務及び技術支援、教 
育訓練の実施、教育資料等の作成、書類作成・手続き業務 

（２）緊急時対応体制及び関連資機材の整備・維持、事故対応訓練の実施 
（３）事故、火災、災害等発生時における対応活動 
（４）東海村で震度４以上の地震発生時における、施設点検結果報告等の対応活動 

※（３）、（４）については、勤務時間外に緊急連絡があった場合の対応を含む。 
 
４．応募資格  
 表計算・文書作成等のパソコン操作が出来る一般的知識を有し、かつ以下の（１）または（２）に 

該当すること。 
（１）機械安全、電気安全、化学安全、高圧ガス安全、労働安全衛生或いは危機管理のうち 

いずれかの安全管理業務の経験を２年以上有すること。 
（２）大学或いは高等専門学校の機械、電気、化学に関する学科を卒業していること。 

 
５．応募締切 
 ２０２４年８月２日（金）正午（必着） 
 
６．着任時期 
 ２０２４年１０月１日以降出来るだけ早い時期 
 
７．選考方法 
 書類選考のうえ、面接試験を行う。 
  ※面接日程は、書類選考合格者に対しては履歴書記載の電子メールアドレス 

宛てに通知します。 
 

８．勤務条件 
（１）任  期：３年まで 

※勤務成績等に応じて更新の判断を行う。 

※任期内に満 70 歳に達する場合は、70 歳に達した年度末を任期の終期とする。 

（２）給  与：年俸制（本機構特定有期雇用職員の年俸制に関する規程による。） 

※年俸額は、経歴、現給与等を考慮して決定する。 
  

≪モデル給与≫   大卒後フルタイム職歴 ５年： 約410万円 
大卒後フルタイム職歴10年： 約445万円 



（３）諸 手 当：通勤手当、住居手当及び超過勤務手当 
（本機構特定有期雇用職員の年俸制に関する規程による。） 

（４）加入保険：文部科学省共済組合（健康保険）、厚生年金、労災保険、雇用保険 
（５）勤務時間：月～金曜日の週５日勤務 原則として、午前９時００分～午後５時４５分 
（６）休   日：原則として、毎週土曜日・日曜日、国民の祝日、年末年始（６日間） 
（７）時間外労働：あり（月平均１０時間程度） 
（８）試用期間：なし 
（９）宿   舎：なし（但し、東海キャンパス近辺の民間アパート借上げ制度あり） 

 
９．勤務地  
 高エネルギー加速器研究機構東海キャンパス（茨城県那珂郡東海村大字白方２番地４) 
 
１０．提出書類 

（１）履歴書（市販のものを使用すること。）  
  ※自筆、写真貼付、押印、高等学校卒業以上の学歴、職歴、資格、電子メールアドレス等を 

必ず明記すること。 
（２）応募資格（１）で応募する場合、上記応募資格の経験がわかるように記載した職務経歴書 
（３）応募資格（２）で応募する場合、上記応募資格の学科を卒業又は令和７年３月に卒業することが 

わかる書面（卒業証明書又は卒業見込証明書等）及び成績証明書  
（４）これまでの仕事の概要（在学生の場合は卒業研究の内容） 
（５）志望の動機及び抱負（Ａ４用紙１枚以内）  

  ※上記書類はそれぞれ別葉として各葉に氏名を記入すること。 
 
１１．提出方法 

  大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構 総務部人事・職員課人事第二係 
jinji2@ml.post.kek.jp 宛てにPDFファイルにて提出のこと。  
※ファイル容量が大きく送信できない場合には、問い合わせ先(人事第二係)までご相談ください。 

 
 
１２．問い合わせ先 

【業務内容等】 
J-PARCセンター安全ディビジョン副ディビジョン長 別所光太郎  

TEL 029-284-4704、 ｱﾄﾞﾚｽ：kotaro.bessho@kek.jp 
 【応募書類、勤務条件等】 

総務部人事・職員課人事第二係 
TEL 029-864-5117 (ダイヤルイン) 、ｱﾄﾞﾚｽ：jinji2@ml.post.kek.jp 

 
 
１３．その他 
 危機管理、緊急時対応の理由から東海村周辺に居住できることが望ましい。 
 
 


